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平成２１年１１月４日

株式会社 明 電 舎

平成２２年３月期

第２四半期決算説明会

第１部
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２００９年度第２四半期 連結会社の状況

◆連結子会社数 ３８社

◆持分法適用会社数 ５社

１社減（ジャパンモータアンドジェネレータ(株)）
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０８年度

第２四半期

０９年度

第２四半期

対前年

増減

受注高 １１１，７９９

７８，６７０

△４，６９５

△５，５６５

△４，１５５

売上高

△３１，３３２８０，４６６

６３，０１６ △１５，６５３

営業利益 △１，９７７

経常利益

△６，６７３

△７，３７０

△４，４３７

△１，８０５

当期純利益 △２８１

２００９年度第２四半期 連結損益計算書
単位：百万円

設備投資額 ３，８９７ ３，０４９ △８４７

減価償却費 ３，７４４

３，４６８

３，７１５ △２９

研究開発費 ３，４６６ △２

期初予想

８５，０００

６５，０００

△７，０００

△８，０００

△５，０００

２，７３０

３，７００

４，３８０
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資産の部 ０８/９/３０ ０９/９/３０ 増減

現金及び預金 ７，５６０

５０，７００

４６，３５４

５，０４８

９，５５０

△１，２０２

１１８，０１１

６６，４８０

３，４３５

３４，８３４

１０４，７５０

２２２，７６１

△１０７

受取手形

及び売掛金

７，４５３

３８，３５４

３８，４５３

６，５１９

６，５４０

△８７２

９６，４５０

６５，３６９

３，１３７

３２，７８２

１０１，２８９

△１２，３４５

棚卸資産 △７，９００

繰延税金資産 １，４７１

その他 △３，０１０

貸倒引当金 ３３０

流動資産 計 △２１，５６１

有形固定資産 △１，１１１

無形固定資産

固定資産 計

１９７，７３９

△２９８

投資その他の
資産

△２，０５２

△３，４６０

資産 合計 △２５，０２２ ２２２，７６１

５３，２３８

２，１７５

４，７６７

４６，２９４

△８７

１６，１０７

１３，２０４

１７，０７０

１６９，５２２

４７，４６４

３，９８３

１８，２３９

２５，２４１

１２２，０５８

４３，１８１

３０，０００

１９，６５７

２９，２１８

０８/９/３０

１９７，７３９

４８，５１１

２，０９６

２，４５４

４３，９６１

△１４２

１３，８３６

１３，１９７

１７，０７０

１４９，２２７

４１，８０１

３，９５８

２０，３６６

１７，４７６

１０７，４２５

３８，３０８

２５，０００

２３，５６１

２０，５５６

０９/９/３０

△８，６６２支払手形及び買掛金

３，９０４短期借入金

△５，０００コマーシャルペーパー

△４，８７３その他

△４，７２７純資産合計

△７９少数株主持分

自己株式

利益剰余金

資本剰余金

資本金

△２，３３３株主資本 計

△５５

△２．２７１

△７

△２４その他

△２，３１３評価・換算差額 等

負債 合計

△２５，０２２
負債及び純資産
合計

－

△２０，２９５

△５，６６３

２，１２７退職給付引当金

△７，７６５長期借入金

△１４，６３３流動負債 計

固定負債 計

増減負債・純資産の部
２００９年度第２四半期 連結貸借対照表
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０８

第２四半期

０９

第２四半期
増減

営業活動によるキャッシュフロー ２，０５７

△５，６２２

９３９

△７８

△２，７０３

１０，１６８

７，４６４

９，１５８

投資活動によるキャッシュフロー

１１，２１６

△２，９７５

△４，０６８

７３

４，２４６

３，１２２

２，６４７

財務活動によるキャッシュフロー △５，００７

現金及び現金同等物に係る換算差額 １５１

現金及び現金同等物の増加額 ６，９４９

現金及び現金同等物の期首残高 △７，０４６

７，３６８現金及び現金同等物の期末残高 △９６

２００９年度第２四半期 連結キャッシュフロー

単位：百万円
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２００９年度第２四半期セグメント別売上高・営業損益

単位：百万円

事業分野
０８年度

第２四半期

０９年度

第２四半期
対前年増減

売上高 ４１，９８６

△３，６１３

２２，５３７

△７７

６，９０９

△１，３１７

１，３９０

４６７

１７，５０６

３２０

△１１，６５９

△４７５

７８，６７０

△４，６９５

３９，５７５ △２，４１０

営業利益 △３，２５１ ３６２

売上高 １２，１１８ △１０，４１８

営業利益 △２，５１５ △２，４３８

売上高 ５，９０８ △１，００１

営業利益 △１，１３６ １８１

売上高 １，６４２ ２５１

営業利益 ６２６ １５８

売上高 １３，５２９ △３，９７６

営業利益 △２２０ △５４１

売上高 △９，７５８ １，９００
全社又は消去

営業利益 △１７５ ３００

売上高 ６３，０１６ △１５，６５３

営業利益 △６，６７３ △１，９７７
計

その他の事業分野

不動産事業分野

エンジニアリング事業分野

社会システム事業分野

産業システム事業分野
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セグメント別状況

社会システム事業分野

０８

第２四半期

０９

第２四半期
増減

受注高 ６５，８５２

４１，９８６

５２，８３５

△３，６１３

売上高 ３９，５７５

△１３，０１７

△２，４１０

営業利益 ３６２△３，２５１

単位：百万円

【前年同期比】
・新幹線等の鉄道用や民間施設向け変電設備
の減少により減収

・原価低減、固定費削減、水処理分野の堅調に
より赤字幅縮小

【期初予想比】
・受注は海外物件の期ずれ等により減少
・売上は水処理分野の増加により増加し、改善

期初予想

５４，４００

３６，２００

△４，２００



8/20
セグメント別状況

産業システム事業分野

０８

第２四半期

０９

第２四半期
増減

受注高 ２３，８９３

２２，５３７

９，８６６

△７７

売上高 １２，１１８

△１４，０２７

△１０，４１８

営業利益 △２，４３８△２，５１５

単位：百万円

【前年同期比】
・昨年下半期からの民間設備投資抑制が続いて
おり、大幅な減収・赤字幅拡大

【期初予想比】
・自動車業界、フォークリフト業界等の需要は
依然回復が見えず減収、悪化

期初予想

１２，９００

１４，６００

△２，０００
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セグメント別状況

エンジニアリング事業分野

０８

第２四半期

０９

第２四半期
増減

受注高 １５，３６２

６，９０９

１１，８３６

△１，３１７

売上高 ５，９０８

△３，５２５

△１，００１

営業利益 １８１△１，１３６

単位：百万円

【前年同期比】
・民需製造分野の需要減少により減収
・原価低減、固定費削減により赤字幅縮小

【期初予想比】
・ほぼ計画線上

期初予想

１１，５００

６，４００

△９００
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セグメント別状況 不動産事業分野

０８

第２四半期

０９

第２四半期
増減

受注高 １，４００

１，３９０

１，６４５

４６７

売上高 １，６４２

２４５

２５１

営業利益 １５８６２６

単位：百万円

０８

第２四半期

０９

第２四半期
増減

受注高 １８，３７７

１７，５０６

１４，５５３

３２０

売上高 １３，５２９

△３，８２４

△３，９７６

営業利益 △５４１△２２０

その他の事業分野

期初予想

１，６００

１，６００

６００

期初予想

１６，６００

１３，３００

１００
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２００８年度 ２００９年度
対前年

増減

受注高 １８８，８０３

１９８，７９７

４，０８５

１，４２３

△１，０８３

８，２１７

７，７９６

６，９３８

売上高

△３，８０３１８５，０００

１８０，０００

営業利益 ３，０００ △１，０８５

経常利益 １，０００ △４２３

当期純利益 ５００ １，５８３

△１８，７９７

６，１３０

７，８５０

研究開発費 ７，７００

設備投資額 △２，０８７

減価償却費

７６２

５４

２００９年度 連結業績予想
単位：百万円
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２００９年度セグメント別売上高・営業損益予想 単位：百万円

事業分野 ２００８年度 ２００９年度 対前年増減

売上高 １２３，８３６

３，２５６

４１，０１４

△９３１

２３，２９４

１，３６２

３，００２

９０１

３５，２０９

５６８

△２７，５５９

△１，０７２

１９８，７９７

４，０８５

１２３，５００ △３３６

営業利益 ４，２００ ９４４

売上高 ２８，９００ △１２，１１４

営業利益 △３，８００ △２，８６９

売上高 ２２，５００ △７９４

営業利益 ２，１００ ７３８

売上高 ３，２００ １９８

営業利益 １，２００ ２９９

売上高 ３０，５００ △４，７０９

営業利益 ３００ △２６８

売上高 △２８，６００ △１，０４１
全社又は消去

営業利益 △１，０００ ７２

売上高 １８０，０００ △１８，７９７

営業利益 ３，０００ △１，０８５
計

その他の事業分野

不動産事業分野

エンジニアリング事業分野

社会システム事業分野

産業システム事業分野
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風力用発電機

鉄道用変電設備

太陽光発電用変換装置

海外向け水処理製品

EV用モータ・インバータ

電気二重層キャパシタ

真空コンデンサ

HEV・EV用試験装置

AGV

設備診断による老朽化設
備の延命化・更新の提案

風力発電設備の
メンテナンス

社会システム事業分野 産業システム事業分野 エンジニアリング事業分野

POWER５の達成を目指し、グループの基礎体力を強化し、

新たな事業・新たな市場への取り組みに注力
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次世代電力系統網
（スマートグリッド）
に貢献する明電舎の技術

２００９年１１月４日
株式会社 明電舎

第２部
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１．最近の動向

08年7月、「低炭素社会づくり行動計画」で、「ゼロエミッション電源（原子力、
再生可能エネルギー等）の比率を2020年までに50％以上」にする目標を閣議決定。

08年5月「長期エネルギー需給見通し」
2020年・2030年における太陽光発電導入量の大幅拡大の見通しを発表。

05年142万kW⇒「2020年に20倍の2,800万kW」「2030年に40倍の5,300万kW」

09年9月鳩山首相 温室効果ガス排出量を「2020年までに90年比25％削減」を表明。

次世代電力系統網（スマートグリッド）技術への期待の高まり

09年5月～ 資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁「蓄電池システム産業戦略研究会」

09年8月～ 経済産業省「次世代送配電ネットワーク研究会」

今後、来春までに新エネルギー等の政策強化への見直し（予定）

09年4月 日米の官民がスマートグリッドの共同研究
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２．次世代電力系統網（スマートグリッド）に貢献する明電舎の技術

～

①自然エネルギー
の有効活用

②電力品質・
系統安定

電力系統

③最適運用
（効率的制御）

風力発電
システム

太陽光発電
システム

電気二重層
キャパシタＳＶＣ

次世代電力系統網に貢献する明電舎の技術

需給制御
システム

系統安定化
制御技術

系統シミュ
レーション技術

発電機
（風力・太陽光）

系統安定化製品
（SVC、電気二重層ｷｬﾊﾟｼﾀ、ＮＡＳ蓄電池用PCS）

高信頼度電力制御システムと集中制御
大量の需要家との通信・制御技術

（ＩＣＴの活用）
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３．明電舎の取組み事例

群馬県太田市群馬県太田市 Pal TownPal Town城西の杜城西の杜

電気自動車とスマートグリッド電気自動車とスマートグリッド

独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構委託事業「集中連系型太陽光発電システム実証研究」
委託先：㈱関電工（再委託先：明電舎、他） 研究期間：平成１４年度～１９年度

電気自動車を夜間電力や非常用の電気貯
蔵媒体として活用する新たな可能性も期待
されている。

◎配電系統に局所集中的に連
系された太陽光発電システム
（住宅550軒分）が系統に及ぼ
す影響(電圧上昇・高調波等）を
検証。

◎研究成果として、集中監視・
制御装置や解析プログラム開発
などの対策技術を開発。
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３．明電舎の取組み事例

ラオス人民民主共和国ラオス人民民主共和国 実証開発事業実証開発事業

独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構委託「大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証研究」
委託先：北海道電力㈱、稚内市（再委託先：明電舎 他）
研究期間：平成１８年度～２２年度

独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構委託事業
「太陽光発電システム等出力安定化制御技術実証開発」
委託先：沖縄電力㈱（再委託先：㈱沖電エネテック、明電舎）
研究期間：平成１９年度～２２年度

ポンサリー県マイ郡で、太陽光発電・電気二重
層キャパシタ・小水力発電を組み合わせた
ハイブリッドシステムを実証開発。
無電化地域の自然エネルギー利用促進に貢献。

稚内メガソーラープロジェクト稚内メガソーラープロジェクト

日本国内最大級の５ＭＷ程度の太陽光発
電を建設。世界初の蓄電池（ＮＡＳ電池）併
設太陽光発電所として、実証研究を実施。
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３．明電舎の取組み事例

大崎大崎thinkparkthinkpark towertowerでの実証研究での実証研究

ガスエンジン
コージェネレーション

設備（CGS）

NAS電池設備
特高受変電設備

非常用ガスタービン
発電設備 電力監視制御設備

オフィスビルにおける実証研究として、大崎thinkpark tower（当社本社ビル、07年9
月竣工）において、多様な電源設備（受電、発電、NAS電池）及び電力監視設備を設置
し、省エネルギーに繋がる最適エネルギーの運用に関する実証研究を実施。
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注意事項

●本資料に記述されている業績ならびに将来予想は、現時

点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものであり、

潜在的なリスクや不確実性を含みます。

●そのため、実際の業績は当社の予想とは異なる可能性が

あることをご承知おきください。


